
第２０号議案 

平成３０年度 中間市一般会計予算 

 平成３０年度中間市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１８，０４１，２００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （継続費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、「第２

表 継続費」による。 

 （債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第３表  

債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率

及び償還の方法は、「第４表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、４，０００，０００千円と定め

る。 

 （歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合

は、各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金による共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合に 

おける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用をするときとする。 

  平成３０年２月２７日提出 

中間市長  福田 浩   
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８ 土 木 費 ５ 住 宅 費 中鶴更新住宅（１期）新築事業 ５９９，０２０ 平成３０年度 ２９９，５１０

平成３１年度 ２９９，５１０

単位：千円

第　２　表　　　継　 続　 費　

事 業 名款 項 年 割 額年 度総 額
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第 ３ 表  債 務 負 担 行 為

単位：千円

事    項 期    間 限    度    額

中間市総合文書管理システム賃借料
自 平成３１年度

至 平成３５年度
３４，９９２

オープンシステム構築業務委託料
自 平成３０年度

至 平成３１年度
１００，０００

オープンシステム賃借料
自 平成３０年度

至 平成３６年度
４５０，０００

人権教育・啓発に関する基本計画

策定業務委託料

自 平成３０年度

至 平成３１年度
２，６９５

チャレンジショップにおける

指定管理者への委託料

自 平成３１年度

至 平成３２年度
１３，０００

中学校コンピュータ等賃借料
自 平成３１年度

至 平成３５年度
４８，５５６

生涯学習センターにおける

指定管理者への委託料
平成３１年度 当該年度で定める予算額
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起債の方法

国 土 保 全 対 策 事 業 6,200

塘 ノ 内 砂 山 線 街 路 事 業 18,000

道 路 新 設 改 良 事 業 23,100

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金 事 業 190,400

狭 あ い 道 路 整 備 事 業 5,900

中 鶴 地 区 市 営 住 宅 建 替 事 業 96,600

臨 時 財 政 対 策 債 490,880

小 学 校 ト イ レ 改 善 事 業 58,000

中 学 校 受 変 電 設 備 更 新 事 業 12,700

体 育 文 化 セ ン タ ー 耐 震 補 強 事 業 4,200

体 育 文 化 セ ン タ ー 空 調 更 新 事 業 3,700

中間仰木彬記念球場下水道接続事業 6,700

観 光 案 内 板 設 置 事 業 900

消 防 団 格 納 庫 改 修 事 業 3,500

福岡県防災・行政情報通信ネットワーク再整備事業 5,400

防 火 水 槽 漏 水 改 修 事 業 3,100

J-ALERT 新 型 受 信 機 設 置 事 業 4,000

庁 舎 非 常 用 電 源 整 備 事 業 2,400

計 935,680

証 書 貸 借
又   は

証 券 発 行

2.0％以内。
ただし、利
率見直し方
式で借り入
れる公的資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率。

借入先の定める条件によるものとする。
ただし、据置期間及び償還期限を短縮し、
若しくは繰上げ償還又は低利に借換え
することができる。

第　　４　　表　　　　地　　　　方　　　　債

単 位：千 円  

起 債 の 目 的 限 度 額 利 率 償 還 の 方 法
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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「月形潔」演劇公演入場料
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「月形潔」演劇公演運営業務委託料

-126-



-127-



-128-



-129-



-130-



-131-



-132-



-133-



-134-



-135-



期 末 手 当
年間支給率
(月分)

7,661
(2.95月分)

20,936
(2.95月分)

その他の
特 別 職

6,355
(2.95月分)

21,517
(2.95月分)

その他の
特 別 職

1,306
0.000

△ 581
0.000

その他の 0
特 別 職 0.000

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

１．特　　別　　職

2,871 33,498

（単位：千円）

30,627

△ 2,001 △ 2,842 △ 4,843

計 △ 29

△ 1,420 0

28,309 1,593

29,729 0 29,729

725

1,236 4,135

34,2064,477
比　　較

長　　等 0 0 1,593 2,899

27,872 386,916 72,370 459,286計 696 25,503

328,673

492,784

258,069

128,107

36,398 294,467

4,854 36,712

前 年 度

長　　等 3 25,503

333,541

28,597

34,757

共　　済　　費

75,241

合　　　　　計

6,090

28,276

40,875

40,847

123,264

給　　与　　費

94,988

287,798

417,543

75,472 96,989

27,096

報　　酬

361,850

本 年 度

区　　　　　分
職 員 数
（人）

647

31,118

74,052

287,798

31,858

給　　料

3

17

667

676

17

258,069

27,096

長　　等

議　　員

計

議　　員

議　　員

△ 29

0
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(18)
300
(18)
302
(0)
△ 2

指 定 勤 務 時間外勤務 期 末 勤 勉 休 日 勤 務 夜 間 勤 務 管理職員特
手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 別勤務手当

本 年 度 36,582 27,861 6,264 12,480 22,979 41,782 484,626 28,000 3,330 90 0 0
前 年 度 36,660 28,250 6,258 12,400 22,508 46,082 471,266 27,789 3,320 90 0 0
比　　較 △ 78 △ 389 6 80 471 △ 4,300 13,360 211 10 0 0 0

職員手当 9,371 そ の 他 の 増 減 分 9,371 　支給率の増加に伴う期末勤勉手当の増

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

17,742

11,831 　人事異動等に伴う増額

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

給　　料 29,573

２．一　　般　　職

（１）総　　括

　平均定昇率　1.77%

区　　分 増　　減　　額 増　　　減　　　事　　　由　　　別　　　内　　　訳 備　　　　　　　　　　考

1,181,967

区　　分

本 年 度

（単位：千円）

（単位：千円）

　（　　）は再任用職員の人数

29,121

退職手当組合負担金
職 員 数
（人）

663,9941,211,540

654,623

375,581

393,454

共　　済　　費
給　　料 職員手当

354,424

合　　　　　計

2,605,539

2,576,418

1,875,534

1,836,590

給　　与　　費

職員手当
の 内 訳
職員手当
の 内 訳

区　　分 扶 養 手 当

比　　較

通 勤 手 当

29,573 38,944

前 年 度

地域手当

（単位：千円）

△ 17,873

住 居 手 当 宿日直手当

346,374

8,050

管理職手当

9,371
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職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

18 7.5 2 3.9
(11) (64.7)
29 12.0 6 11.8
(6) (35.3) (1) (100.0)
71 29.5 3 37.5 25 49.1

71 29.5 2 25.0 13 25.4

20 8.3 3 37.5 0.0

24 10.0 4 7.8

8 3.2 1 2.0
(17) (100.0) (1) (100.0) (0) (0.0)
241 100.0 8 100.0 51 100.0

25 10.3 4 7.8
(11) (64.7)
30 12.3 5 9.8
(6) (35.3) (1) (100.0 )
68 28.0 3 37.5 26 51.0

67 27.6 2 25.0 11 21.6

20 8.2 3 37.5

25 10.3 4 7.8

8 3.3 1 2.0
(17) (100.0) (1) (100.0) (0) (0.0)
243 100.0 8 100.0 51 100.0

【級別の標準的な職務内容】

課長補佐
参事補 主査
主査幹

次長

課長 課長補佐 主査
主幹

消防長
参事

係長
主査

左以外の職員技 能 労 務 職
係長
主査

主査幹 主査

５級 ４級 ３級 ２・１級

消 防 職

部長
参事

課長
主幹

係長
主査

左以外の職員

左以外の職員

高　　校　　卒

大　　学　　卒

（単位：円）

区　　　分 ７級 ６級

151,500 151,500 162,700

179,200 179,200 192,700

平均年齢
（歳）

42.0 50.8 37.5

　イ．初　　任　　給

一般行政職 技能労務職 消防職

５級

６級

平均年齢
（歳）

区　　　　　分

平成29年8月1日

平均給与月額
（円）

337,398 347,137 414,576
現　　　　 在

平均給料月額
（円）

307,196 338,280 306,782

平均給料月額
（円）

平均給与月額
（円）

一 般 行 政 職

　（　　）は再任用職員の人数、構成比

340,316 363,122 421,235

５級

６級

42.5 52.2 37.9

７級

計

一般行政職 技能労務職 消　防　職

314,996 354,333 318,439

１級

２級

平成29年8月1日 ３級

現　　　　 在 ４級

７級

計

技 能 労 務 職 消 防 職

（単位：人、％）

平成30年1月1日

現　　　　 在

１級

２級

３級

４級

現　　　　 在

平成30年1月1日

（３）給料及び職員手当の状況

区　　　分 級
一 般 行 政 職

　ア．職員１人当たり給与 　ウ．級　別　職　員　数

区　　　　　　　　分
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20年勤務の者 25年勤務の者 35年勤務の者 最 高 限 度 その他の 退職時
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等 特別昇給

区　　　　　分

本　　年　　度

６月（月分） １２月（月分）
(1.075)
2.125

(1.225)
2.275

(1.075)
2.125

(1.200)
2.225
(1.225)
2.275

(2.300)
4.400
(2.250)
4.300
(2.300)
4.400

制度なし 制度なし

制度なし

　（　　）は再任用職員の月分

有

有

有

職制上の段階職務の
級等による加算措置

前　　年　　度

国　の　制　度

(1.050)
2.075

　オ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　　　分

支　給　率　等

国　の　制　度
（ 支 給 率 等 ）

25.55625

25.55625

34.5825 49.590

34.5825 49.590

49.590

49.590 制度なし

　カ．指定勤務手当

区　　　　　分 全　　職　　種

給与総額に対する比率(%)

支給対象職員の比率(%)
（ 平成30年1月1日現在）

0.33

　キ．その他の手当

区　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同

代表的な指定勤務手当の名称 臨戸徴収手当等

21.7

扶　　養　　手　　当 同　　　　　　　じ

同　　　　　　　じ住　　居　　手　　当

　エ．期末手当・勤勉手当

支給率計（月分）

通　　勤　　手　　当 同　　　　　　　じ
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期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

　小学校コンピュータ等賃借料 自平成２７年度 自平成３０年度

　　　　　　　　　　　　（教育総務課） 至平成２９年度 至平成３１年度

　財務会計システム賃借料 自平成２８年度 自平成３０年度

　　　　　　　　　　　　（財政課） 至平成２９年度 至平成３２年度

　ホストコンピュータ及び端末機等賃借料 自平成２８年度 自平成３０年度

　　　　　　　　　　　　（企画政策課） 至平成２９年度 至平成３１年度

　住民税課税・申告受付支援システム賃借料 自平成２８年度 自平成３０年度

　　　　　　　　　　　　（課税課） 至平成２９年度 至平成３２年度

　戸籍情報システム賃借料 自平成２８年度 自平成３０年度

　　　　　　　　　　　　（市民課） 至平成２９年度 至平成３２年度

　図書館システム賃借料 自平成２８年度 自平成３０年度

　　　　　　　　　　　　（生涯学習課） 至平成２９年度 至平成３２年度

　法人市民税課税システム賃借料 自平成２８年度 自平成３０年度

　　　　　　　　　　　　（課税課） 至平成２９年度 至平成３２年度

　人事評価システム賃借料 自平成３０年度

　　　　　　　　　　　　（総務課） 至平成３３年度

　地方税電子申告支援システムサーバ 自平成３０年度

　機器賃借料　　　　　　（課税課） 至平成３３年度

　土地家屋台帳システム賃借料 自平成３０年度

　　　　　　　　　　　　（課税課） 至平成３２年度

　市税等納付書読取機賃借料 自平成３０年度

　　　　　　　　　　　　（会計課） 至平成３４年度

　生活保護システム賃借料 自平成３０年度

　　　　　　　　　　　　（生活支援課） 至平成３４年度

　底井野小学校・中間北中学校及び中間南小学校 自平成３０年度

　・中間南中学校給食調理等業務委託料　（学校教育課） 至平成３３年度

　中間東小学校・中間中学校及び中間北小学校 自平成３０年度

　・中間東中学校給食調理等業務委託料　（学校教育課） 至平成３３年度

　レセプト管理システム賃借料 自平成３０年度

　　　　　　　　　　　　（生活支援課） 至平成３４年度

　健康管理システム賃借料 自平成３０年度

　　　　　　　　　　　　（健康増進課） 至平成３５年度

7,839

4,49110,192 3,992 4,491

14,685 6,718 7,839

46,665

7,165 2,859 3,574 3,574

119,440 46,665 46,665

12,149 17,717 17,717

12,847 4,427 6,641

平成２９年度 1,435 4,425

8,465 692 2,076

3,746

平成２９年度

6,641

2,076

平成２９年度

事 項 限 度 額
前 年 度 ま で の 支 出 見 込 額 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

単位：千円　　

22,500 19,651 19,651

14,109

162,350 156,816

4,549 3,746

5,904

156,816

176,818 164,300

4,427

49,305 33,861

164,300

4,860 4,860

14,109

30,567

4,860

4,425

8,465 1,181

13,036

4,427

16,168 13,036
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単 位 ： 千 円

当該年度中 当 該 年 度 中

起債見込額 元金償還見込額

1 7,135,853 6,622,369 444,800 1,259,819 5,807,350

（１）庁 舎 建 設 債 169,020 102,441 68,575 33,866

（２）総 務 債 872,916 847,163 900 183,783 664,280

（３）民 生 債 514,996 464,029 61,458 402,571

（４）衛 生 債 11,289 10,263 1,026 9,237

（５）労 働 債 343,718 226,240 98,275 127,965

（６）農 林 債 152,278 139,453 6,200 18,789 126,864

（７）商 工 債 64,411 102,238 10,536 91,702

（８）公 営 住 宅 債 309,404 459,635 96,600 16,345 539,890

（９）都 市 計 画 事 業 債 897,470 807,120 18,000 141,310 683,810

（１０）道 路 橋 り ょ う 債 1,006,257 940,985 219,400 159,965 1,000,420

（１１）消 防 債 563,041 511,667 18,400 83,739 446,328

（１２）教 育 債 2,231,053 2,011,135 85,300 416,018 1,680,417

２ 25,202 20,410 0 5,516 14,894

３ 6,355,905 6,260,506 490,880 646,106 6,105,280

13,516,960 12,903,285 935,680 1,911,441 11,927,524

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及

  び当該年度末における現在高の見込みに関する調書　　

区 分

前 前 年 度 末 前年度末現在高 当該年度中増減見込額 当 該 年 度 末

現　 　在　  高 見　　込　　額 現在高見込額

普 通 債

災 害 復 旧 事 業 債

臨 時 財 政 対 策 債

計
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